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　わが国における災害時要援護者対策は、2004年7月の新
潟・福島豪雨水害、同年10月の新潟県中越地震や台風23号
水害などを受けて検討が本格化した。翌2005年3月に災害
時要援護者避難支援ガイドラインの初版が公開されるや、
ほぼ5、6年のうちに1,600を超える基礎自治体のほとんど
で全体計画が策定され、約半数では名簿が整備され、2割を
超える自治体では個別避難支援計画が策定されるまでに
至っている（総務省消防庁の調べ）。このような準備が進め
られてきたなかで東日本大震災は発生した。そして震災発
生から2年を越えた現時点では、各種の統計資料の検討か
ら、東日本大震災時における災害時要援護者避難の実態と
課題が明らかになってきた。
　死亡者を年齢別に見ると、人口構成割合と比較して、死者
の年齢別構成割合は60代を超えると急に高くなり、70代で
は人口構成割合よりも約2倍から3倍、80代では約2.5倍か
ら3.5倍の高齢者が亡くなっていた。さらに､人口構成割合
の上では、高齢の男性の方が女性よりも多く亡くなってい
た。また東北3県でも、この割合に違いがあった。すなわち
高齢者の被害の割合は、男女とも宮城で最も高く、続いて福
島、そして岩手の順となっていた。
　高齢犠牲者の割合が宮城で高かった理由の一つに、高齢
者向け入所施設における被害の差がある。岩手県と福島県
の施設入所者の被害率はそれぞれ2.1%と0.4%であったの
に対して、宮城県では5.2%と非常に高かった。宮城では、施
設が海辺の景観の良い場所に建てられていたこと、これに
対して岩手では高台に、福島では内陸部に施設が多く建て
られていたことにより、被害に差が出ていた。その一方で、
施設入所者は職員により24時間体制で見守られている。立
地さえ安全であれば、入所施設の方が緊急時の対応では支
援がすぐに受けられやすい。このような観点から、老人向
け施設入所者の割合を3県で比較すると、岩手2.6%、宮城
2.0%、福島2.5%となり、東北3県の人口の過半を占める宮城
ではむしろ入所率が低いことが分かる。言い換えると、在宅
高齢者の割合がより高かったことが、宮城県での高齢者の
津波被害がより高くなったことの、もう一つの理由である
ことを示唆している。さらに、このように考えると高齢者死
亡率の男女差についても、男性は高齢でも在宅で妻や家族
と暮らす傾向が強いのに対し、男性よりも平均寿命が長い
女性は、夫を看取った後に施設入所する傾向が強くなり、結
果として施設職員により緊急時の対応が取られた、といっ
た理由で人口構成比上の女性の死亡割合の低さも説明でき

る、と考えている。
　障害者も同様に県別で較差があった。岩手県と福島県で
は、障害者の死亡率は全体死亡率の1.2倍弱であったのに
対して、宮城県では2倍弱と開きがあった。そして、この理
由についても施設入所率が関係していた。身体障害者につ
いて福祉施設入所者の割合を比較すると、岩手3.1%、宮城
0.7%、福島1.3%であり、東北３県で障害者人口の過半数を
占める宮城県では、身体障害者についても施設入所率が低
い（すなわち地域で在宅の生活を送る人の割合が高い）。し
かしながら、逆にその結果として、在宅で津波被害に遭う可
能性が高かったことが示唆される。
　東北3県における障害者死亡率の較差は、在宅で生活す
る障害者は施設入所者と比べると見守りが手薄となり、い
ざという時の支援と結びつきにくいという事情によって、
在宅障害者の割合も、実数も最も多い宮城県で被害が拡大
していたのである。つまり、在宅福祉や在宅医療への取り組
みが進んでいた結果として、高齢者や障害者がより多く亡
くなったのである。
　以上の結果を基にして、「高齢者や障害者は安全な立地の
施設に入所させるべきだ」といった考えに筆者はくみしな
い。むしろ、いざという時のためには、隔離された施設のコ
ンクリートで高齢者や障害者を守るのではなく、地域にお
ける人と人とのつながりを通じて包摂することにより命や
生活を支える取り組みを、在宅福祉・地域福祉の一般施策と
してもっと積極的に進めなければならないと考える。震災
に先立つ2005年5月より、このような取り組みを進めてき
た宮城県石巻市八幡町では、地域の要援護者リストに載っ
た17人のほぼ半数が、このような地域の防災ネットワーク
によって救われていた。八幡町の実績は、現在、わが国の各
地で進められている地域住民主体の個別避難支援計画づく
りが決して間違ったものではないことを示す好例となって
いる。
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震災復興の後、どうなるのか？
どうしたらいいのか！

小林　郁雄人と防災未来センター上級研究員

　原発事故地域を除いて、東日本大震災復興まちづくりの

声が、ようやく聞こえてくるようになった。あの3.11から

２年４カ月。さまざまな異論を含めた防潮堤の議論、高台移

転一辺倒な防災集団移転の進行、浸水区域での土地のかさ

上げから始まる土地区画整理事業。それら事業の始まる槌
つち

音
おと

の間から、切れ切れに伝わってくる地域住民・生業者・基

礎自治体の苦いつぶやき。

　阪神･淡路大震災から２年余の神戸では何が起こってい

たか？『震災771日たった神戸から』で、「被災地各地の状況

は、多様化分岐化がどんどんと進行し、立ち直った人と立ち

上がれない人が、いよいよはっきりしてきています。鉄道道

路港湾などの都市基盤のほとんどが震災前の水準に戻っ

ているのにくらべ、住宅商店生業など普通の『くらし』の復

旧復興はまだまだです。」（小林郁雄「復興市民まちづくり

VOL.8序」1997年2月7日記）。

　防潮堤再建や地盤沈下対策、沿岸鉄道の再建を除けば、巷
こう

間
かん

で取り沙汰されるほどの復興の遅れはないのではない

か？そもそも、被災地において「震災復興」とは何なのか？

●そもそも復興とは何か？

　地震や台風は自然現象であり、防ぎようがない。そして、

どんな巨大地震や大津波であっても、人間社会への影響が

なければ災害とはならない。だから災害は社会現象である。

　災害への対応は、その時代（時間）と場所（空間）によって

決まり、復旧・復興には一定の基準（原則）はない。復旧は災

害前の状態に戻すのが常識であるが、復興の基準はあやふ

やである。それはまさに、時の主権者による政治そのもので

ある。復興は政治現象である。復興は時の政治経済社会体制

の範囲内でしかあり得ないために、基準や原則をもとに復

興を議論することは、ほとんど無意味である。

　災害前のくらし（生活）を取り戻すことが復興の前提であ

る。復興計画として目標や将来像はもちろんあったほうが

よいが、それは、この前提を満たすものであるだろうか？復

興計画が完了するまでに、状況が変わってしまうことは避

けられない。将来像を作成・同意することが復興ではなく、

その目標に向かうプロセス（道筋）こそが、復興というべき

である。

　復興計画は結局、時間と空間の関数としての政治によっ

て実現が左右される。しかし、計画や目標がなくても、日々

の生活、つまり「その日ぐらし」の一歩ずつのくらしの再建

が重要である。その連続・展開こそが復興そのものであると

思う。望ましい復興計画をつくればうまくいくという幻想

を持たない方がいい。

●そこで、10年で復興したとして

　2021年3月から後の社会像、まちの姿はどうあるのか？

大震災・大津波から10年たって、防潮堤が築かれ、高台に移

転した集落では、そこでどのような生活があるのか？ほと

んどイメージなしに、これから10年近く続く整備事業が各

地で始まろうとしている。

　それは阪神・淡路大震災被災地でも同じことであった。大

都市震災からの復興過程に携わるうちにやっと気づいたこ

とは、地縁的社会の「自律生活圏＝まち住区、コンパクトタ

ウン」が大切だということである。小規模分散自律生活圏の

ネットワーク社会である。国や県などが復興を決めるので

はなく、身近な社区（コミュニティ）が自己決定できる地域

社会として確立していること、そして、その自律生活圏が連

帯し、施設面でも、情報面でも、環境面でも、多重にネット

ワークした社会を築くこと、それが防災・減災だけでなく、

これからの人口減少時代のまちづくりに、最も重要である。

　20世紀の企業活動社会から21世紀の市民活動社会に向

けて、省資源循環型社会を維持運営するためにも、小規模で

分散した自律生活圏が多重にネットワークすることであ

る。

●�われわれはどこから来たのか、われわれは何者か、われわ

れはどこへ行くのか

　（ポール･ゴーギャン／1897年油彩・ボストン美術館蔵）
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